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＜公園・緑地の整備方針図（市街地拡大）＞ 
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（４）河川                                            

１）基本方針 

河川は、水害を予防する治水や飲料水をはじめ、様々な水需要に応える利水など、都市

を支える上で欠くことのできない施設となっています。特に本市には、４つの多目的ダム

が建設されており台風時の洪水調整や渇水時における水の供給など、水源地として良質な

水を安全に下流域の各都市に流下させる役割が求められます。また、河川は水とのふれあ

いの場として、さらには生物の生息空間として河川環境を維持・保全していく視点も重視

されています。 

このため、治水や利水と、生物生態系にも配慮した河川環境の保全、活用のバランスに

留意しながら、必要となる整備、適切な維持管理に取り組みます。 

 

２）整備方針 
①河川の整備 
○ 洪水(外水氾濫)による浸水が想定される区域や河岸浸食による家屋の倒壊等が想定され

る区域などを対象に、関係機関と連携・協力し、必要な施設整備に取り組むほか、必要に

応じて災害危険区域に指定し、建築行為を制限することによって、生命・財産に危険が及

ぶことを未然に防止します。 

○ 河川に関する災害を防止・抑制するため、関係機関や地元住民などと連携・協力して治

水対策に取り組みます。 

 

②河川環境の保全と活用 
○ 河床の岩盤化による生態系への影響を鑑み、関係機関と連携し生物の生息、生育しやす

い水辺空間の確保に取り組みます。 
○ 河川の工事においては、既存の瀬や淵、川の蛇行などを生かしながら、水辺に生物が生

息しやすいよう、木材や石などの自然素材を利用した護岸、魚類などの移動を妨げない構

造の落差工など、自然に優しい水辺づくりを進めます。 
○ 良好な水辺空間を維持するため、ゴミの持ち帰りをＰＲするなど、関係機関と連携・協

力して河川の適正な利用を推進します。 

○ 地域の小・中学校や関係機関と連携・協力しながら、子どもから大人までが自然学習・

環境学習できる場としての仕組みづくりについて検討していきます。 

○ 水とのふれあいの場となる親水公園などの整備と、自然観察や自然体験などの場として

の活用に取り組みます。 

○ キャンプや釣りなどの観光・レクリエーションの場として活用するため、河川空間及び

周辺の環境整備に取り組みます。 

 ○ 大規模雪害に備え、河川敷など河川空間を雪捨て場として活用する方策を検討します。 

○ ドローンハイウェイとしての河川空間上空の活用可能性を研究します。 
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（５）上・下水道                                        

１）基本方針 

上水道は、人口減少が見込まれる中、引き続き安心・安全で良質な水の安定的な供給を

実現するため、将来の水需要に対して必要な施設の計画的な整備・更新に取り組みます。 

下水道は、水源地としての公有水域の水質の保全や衛生的な住環境の創出、雨水出水(内

水)による浸水の防止など、適切な汚水・雨水の処理に必要な施設の計画的な整備・更新に

取り組みます。 

 

２）整備方針 
①上水道の整備・更新 
○ 上水道については、広域化に伴う配水ブロックの再編成や施設の耐震化と、別所浄水場、

橋立浄水場から各方面へ配水できる水道管などの施設整備や施設の統廃合を進めます。 

○ 管路については、大規模地震に備え耐震基幹管路の整備を優先するとともに、更新対象

となる施設については、将来の水需要を踏まえた適正な施設規模について検討します。 

○ 簡易水道は、将来需要予測を踏まえ上水道事業と事業統合を検討するなど、効率的な維

持管理に取り組みます。 

 

②下水道の整備・更新 
○ 公共下水道については、下水道事業計画区域内における未整備箇所の汚水管整備を進め

ます。また、道路・水道などの他の事業と合わせて工事を行い、より効率的に整備できる

よう努めます。 

○ 下水道事業区域外においては、少子高齢化に伴う将来の全体計画人口の減少や、地域に

おける浄化槽の整備状況を踏まえ、全体計画区域の見直しを含めた総合的な整備方針につ

いて再検討を進めます。 

○ 管きょ・終末処理場・ポンプ場については、下水道ストックマネジメント計画に基づい

た効率的な老朽化対策により、長寿命化を図ります。 

○ 農業集落排水事業実施採択区域においては、地元維持管理組合と協力して未接続世帯に

対する啓発活動により接続率の向上を図ります。 

○ これらの区域外については、浄化槽処理促進区域に指定し、単独処理浄化槽から合併処

理浄化槽への転換を進め、令和７年までに生活排水処理達成率100％を目指します 
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（６）その他の施設                                      

１）基本方針 

ごみ処理施設や火葬場などの都市計画に定められた施設のほか、教育・消防・し尿の衛

生処理など、公共施設は安心・安全で快適な暮らしに必要不可欠です。 

しかし、本市における公共施設は市町村合併により同種の施設が複数存在しているため、

公共施設の一人当たり床面積が大きく全体的に余剰傾向であることに加えて、今後のさら

なる人口減少による施設需要の減少、老朽化の進行などによって、既存施設・機能の維持

が将来にわたって大きな財政負担となることが予想されています。 

このため、秩父市公共施設等総合管理計画に基づく統廃合や長寿命化などを進めるとと

もに、新たな建設を抑制し、やむを得ず施設を新設する際には複合化や広域化を検討する

など、適切な施設管理や機能更新を図ります。 

また、市民や観光客が多く利用する施設については、コンパクト＋ネットワーク社会形

成に向け、都市機能の再配置が市街地の拡散につながらないよう、公共交通の利用しやす

い位置へ誘導を図るなど立地の適正化を図ります。 

 

２）整備方針 
①その他の都市計画施設の整備と維持管理 
○ ごみ処理施設（秩父クリーンセンター及び秩父環境衛生センター）、秩父斎場については、

広域的な需要を的確に把握しながら、必要となる機能更新を図るとともに、施設の長寿命

化に向けた適切な維持管理を促進します。 

○ 秩父市公設地方卸売市場については、人口減少や流通環境の変化を踏まえた施設のあり

かたを根本的に検討します。検討結果によっては、全体計画の見直しや土地利用の転換を

行います。 

 
②その他施設の整備と維持管理 
○ 立地適正化計画に都市機能増進施設(誘導施設)として位置づけられた公共施設について

は、コンパクト＋ネットワーク社会形成に資するよう、公共交通の利便性も踏まえた施設

の維持・配置に向けて慎重な検討を行います。 

○ し尿処理施設については１市４町での広域化を予定しており、事業統合に向け、引き続

き調整を進めます。 

○ その他の公共施設については、秩父市公共施設等総合管理計画に基づく長寿命化に向け

た適切な維持管理を図るとともに、統廃合や複合化、建設抑制による延べ床面積の削減を

進めます。 
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３．市街地開発事業の実施方針                    

（１）基本方針                                         

本市の市街地開発事業は、秩父駅前土地区画整理事業が施行された１件のみで、事業完

了から40年以上経過しています。それ以降、昭和50年代からバブル期にかけて、中心市街

地における土地区画整理事業の実施がたびたび検討されましたが、現在のところ土地区画

整理事業を含む市街地開発事業を実施・計画している地区はありません。 

地方都市における土地区画整理事業を含む近年の市街地開発事業の実施状況をみると、

震災からの復興のほか、大規模空閑地の活用や都市のスポンジ化対策を目的として事業が

実施されるようになっており、従来型の面的な宅地開発を目的とする市街地開発事業は、

人口の減少による宅地需要の減少や地価の低下を理由に少なくなっています。また、土地

区画整理事業については長期化することも多く、その間に人口減少がさらに進んでしまう

可能性も考えられます。 

こうした昨今の市街地開発事業を取り巻く実施環境を考慮すると、当市において市街地

開発事業の新規施行は難しい状況にあると言わざるを得ませんが、一方では、中心市街地

においては建築年代の古い建築物を中心に空き家も相当数存在し、空き家の解消をはじめ

とするコンパクトで魅力的な市街地形成に積極的に取り組まなければならないという大き

な課題も残されています。 

このため、古くからの街並みを守りつつ、空き地・空き家や公有地を活用したコーディ

ネートによって住環境の改善を図ることを原則としますが、公共施設の整備が必要であり、

事業が迅速に終了する見込みがあるなど市街地開発事業の実施が合理的と考えられる場合

には、立地適正化計画に位置づけを行うとともに市街地開発事業の施行を検討します。 
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４．公共交通の整備方針                         

（１）基本方針                                         
鉄道やバスは、通勤・通学や買い物など日常生活を支える重要な移動手段です。本市で

は西武鉄道、秩父鉄道の２路線が運行しており、西武秩父駅などを起点に路線バスが市内

の各地域や地区を結んでいます。 

西武鉄道・秩父鉄道については、秩父圏域だけでなく、首都圏・県北地域に繋がる広域

的な都市間移動を支える基幹的な公共交通であり、特に高校・大学など、他地域に通う学

生にとって欠かすことのできない交通手段です。また、地域を支える新たな産業として成

長しつつある観光業にとっても、交通手段として非常に重要な役割を担っています。 

一方、路線バスについては、地域住民の「足」として広大な秩父圏域をカバーしていま

すが、自動車分担率が高く利用率は低迷し、ほとんどが赤字路線に陥っているほか、高齢

化により運転手の確保が困難になっているなど、多くの課題を抱えています。 

現在、市民の移動手段は自家用車が中心ですが、今後、高齢者の運転免許証の自主返納

が増加することも見込まれるため、あらゆる世代が市内で安心して暮らせる環境をつくる

には、生活に必要な様々な施設が集まる中心拠点と各地域や地区を結ぶ鉄道・バス、タク

シーなどの公共交通手段や地域内での移動手段をどう確保するかが重要です。また、新型

コロナウイルスの感染拡大防止に向けた対策を講じていくことも求められます。 

このことから、MaaS（Mobility as a service）など実用化に向けて研究や実験の進む新

たな技術の活用も視野に、誰もが利用しやすい公共交通ネットワークの形成の向け、地域

公共交通計画と連携し、公共交通の利便性の向上と利用促進、安全性の確保・向上につな

がる取り組みを進めます。 

 

（２）整備方針                                       

①鉄道 
○ ダイヤの見直し、相互乗り入れの充実など、市民や来訪者の利便性と利用の促進に向け

たサービスの充実に向け鉄道事業者への働きかけに努めます。 

○ 本市と他の近隣地域は距離が離れているため、乗車時間が長くなる傾向にあります。こ

のため、駅前空間や車窓からの景観の向上など、乗車時間も楽しく「トキ」を過ごせる空

間づくりを図ります。 

○ 自転車駐輪場など駅周辺施設の機能の向上と適切な維持・管理により、利便性と安全性

の向上を図ります。 

○ 市の玄関口である鉄道駅及び駅前広場については、通勤・通学に便利な公共交通の結節

点として、また観光客を迎え入れるおもてなし空間としての機能向上に努めます。 

○ 秩父駅については、秩父陸橋の廃止に向けて準備が進められており、将来的な秩父駅東

口開発に向けての機運も高まってきています。加えて、秩父駅周辺は（仮称）宮地・横瀬

線の延長線上にあり、（仮称）長尾根トンネルの事業化とともに広域交通の重要度も増すこ

とから、東口開発と連動しながら検討を進めます。 
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○ 西武秩父駅については、通勤・通学に使う市民の利便性向上に努めるとともに、観光拠

点としての基盤整備に取り組みます。また、御花畑駅も含む周辺道路等の整備により、西

側からのアクセス向上に取り組みます。 

○ 本市における公共交通手段としての重要性に鑑み、鉄道事業者に対する鉄道網の維持・

確保に必要な支援を検討します。 

○ 鉄道の路盤においては、秩父圏域内で災害リスクが高い区間があることを踏まえ、公共

交通の安定的な運行を確保するため、災害安全性の向上に向けた取り組みを、関係機関と

連携し事業者に働きかけていきます。 

 

②バス 

○ バス交通網については、関係機関と協議を重ねながら利用率と利便性の向上に向けて、

広域的に取り組むとともに、都市機能や居住の集約化などの誘導方針、観光施策と連動し

た運行ルートの再編を検討します。 

○ 本市における公共交通手段としての重要性に鑑み、バス事業者に対するバス路線の維

持・確保に必要な支援を検討します。 

 
③タクシー 

○ タクシーについては、高齢者にも利用しやすいデマンド型の交通手段であるため、運賃

の補助などの利用者支援、タクシー事業者の運営に必要な支援を検討します。 

 
④公共交通ネットワークの再編 
○ ヒト・モノ・カネ＋情報が行き交う活力ある公共交通ネットワークの実現に向け、公共

交通事業者等との連携による地域公共交通計画を策定し、まちづくりと連動した公共交通

ネットワークの再構築に取り組みます。 

○ 広域的観点から地域の生活を支える「足」として、路線バスの機能を補完し、住民と観

光客の双方に利用しやすい効率的な交通システムの導入について検討を進めます。 

○ EV（電気自動車）や自動運転といった先端技術、貨客混載など物流事業も含めた実証実

験を進め、人口減少下にあっても持続可能な公共交通ネットワーク形成への取り組みを進

めます。 

○ 利用者のニーズに対応可能で、それぞれのメリットを活かすことができる多様な移動手

段の選択肢を確保するため、レンタカーやカーシェアなどとの連携も視野に、公共交通ネ

ットワークの再編に向けた検討を進めます。 
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＜公共交通網の整備方針図（市全域）＞ 
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＜公共交通網の整備方針図（市街地拡大）＞ 
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５．都市環境の整備方針                         

（１）基本方針                                         

本市においては、人口の減少に連動して空き家等が発生し、市街地のスポンジ化が進む

など今日的な課題が生じているほか、省エネルギーや都市の低炭素化など、地球規模で顕

在化している環境問題に対し、地域レベルで取り組むべき社会的な要請も少なくありませ

ん。 

その一方では、移動や移送の支援やエネルギーの効率化、人的な作業の省力化など、経

済発展と社会的課題の解決への可能性を秘めた、ICT、IoTなどを活かした先進技術の開発

が進展し、実用化に向けた試行が進んでいます。 

こうした新たな技術の導入も視野に入れながら、本市を取り巻くエネルギー問題や過疎

化対策に取り組むとともに、空き家や公有財産など既存ストックの有効活用を通じ、暮ら

しや様々な活動の場である都市の環境を高めていきます。 

 

（２）整備方針                                         

①空き家、空き地の有効活用 
○ 空き家のうち、不適切に放置され倒壊などのリスクが著しいと判断される特定空家や管

理不全な空き家については、周辺の生活環境を保全するため、所有者に対して適正な管理

を促すとともに、補助金を活用した空き家の解体に取り組みます。 

○ 利活用が可能な空き家については、空き家バンクや空き家リフォーム等工事費助成金な

どの制度を活用し、売却や賃貸借を促進します。 

○ 空き店舗については、新規出店事業や店舗型併用住宅等改修事業など、空き店舗対策事

業補助金の交付を通じた有効活用を促進します。特に、秩父神社に至る門前通りとして人

通りの多い番場通りや本町・中町などの中心市街地については、にぎわいを創出するため

の空き店舗解消に向けて重点的に取り組みます。 

○ 空き地については、ごみの放置や不法投棄、雑草の繁茂などを防止し、周辺の生活環境

を保全するため、所有者に対して適正な管理を促進します。 

○ 中心市街地の空き地については、身近なオープンスペース、公園、延焼を遮断・遅延さ

せる空間などの防災面から、利活用を検討します。 

 

②公有財産の有効活用 
○ 秩父市公共施設ファシリティマネジメント方針及び基本計画に基づき、施設の集約や余

剰施設の縮小・廃止による公共施設の数及び規模の適正化を図り、将来にわたる市財政を

圧迫しない計画的管理運営に取り組みます。 
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③市営住宅等の活用と維持管理 
○ 市営住宅については、引き続き適切な維持管理と建物の長寿命化を図るとともに、老朽

化し用途廃止とする市営住宅については、空き家となった建物から順次解体撤去を進めま

す。 

 

④省エネルギー・低炭素化の促進 
○ 2050年までにCO2排出量実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」に取り組みます。 

○ CO2排出量を削減するには、太陽光・水力・バイオマスなどの再生可能エネルギーにより

発電した電力の活用が有効です。「再生可能エネルギーの地産地消」と「地域経済の活性化」

を目的に設立された秩父新電力株式会社と連携し、再生可能エネルギー由来電源の開発と

活用に取り組みます。 

○ 秩父市域は系統連系制約により大規模（50kw以上）の新たな電源開発が困難な状況です

が、一方で市内にはダム水力発電など既存の再生可能エネルギー由来電源が豊富に存在し

ます。CO2排出量削減を図るため、これらの既存電源を活用（地消）するための取り組みを

進めます。 

○ 公共施設の更新・新設にあたっては、環境配慮型の設備導入と再生可能エネルギーの利

用を促進します。 

○ 気候変動による自然災害の増加・激甚化により、避難所の果たす役割が重要となってい

ます。有事における避難所での電源確保を目的として、避難所への太陽光発電・蓄電池設

備の設置に取り組みます。これらの設備による電力は平時の電力としても活用し、CO2排出

量削減を図ります。 

○ EV（電気自動車）等の次世代自動車の導入を促進するため、公共施設への急速充電器の

設置など、利用環境の整備を推進します。 

○ 長期優良住宅など低炭素型の建築物や住宅の省エネリフォーム工事を行った市民などに

対する支援を通じ、環境負荷の小さい都市環境づくりに取り組みます。 

○ 自家用車から公共交通機関への転換を促進することにより、温室効果ガス排出量の削減

に取り組みます。 

 

⑤緑化の推進 
○ 市民や事業者の協力のもと、敷地境界の生垣化、花壇・フラワーポットの設置・管理な

ど、市街地の状況に応じた緑化を促進します。 

 

⑥山間地の居住環境の確保 
○ 土砂災害対策、有害鳥獣対策、買い物弱者対策など、山間部が抱える課題解決に向け、

ドローン配送コースの常設化など、新技術の導入による定住可能な居住環境の確保を検討

します。 

○ 山間部の集落においては、居住する人口の動向を踏まえつつ、地域拠点などを中心とし

た集落の集約化の検討や５Ｇをはじめとした新技術を積極的に活用するなど、持続可能な

地域コミュニティづくりに取り組みます。 
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６．景観の形成方針                            

（１）基本方針                                         

本市の景観は、秩父盆地を中心に、秩父山地をはじめとする山々に囲まれる自然環境に

恵まれた地域にあって、市内各所に歴史的な建造物や伝統文化が点在し、これが自然環境

と相まって美しい景観を創り出しています。さらに、秩父神社、三峯神社など多くの神社

仏閣や、秩父往還等の街道沿いに残る宿場町など歴史的景観を有し、祭りに代表される文

化を背景に、個性的で魅力的な景観を今に伝えています。 

本計画においては、「心地よい暮らしと訪れる喜び」という都市づくりのテーマを定め、

「豊かさ」の実現を目指すものとしており、コロナ禍においては、「新しい生活様式」とし

て、より身近な生活空間の心地よさや豊かさが重視されることから、「秩父市まちづくり景

観計画」や「秩父市文化財保存活用地域計画」と連動し、こういった市固有の景観・文化

の保全・活用や身近な景観の創出などによって、住民・来訪者の双方の満足度を高める取

り組みを進めます。 

 

（２）形成方針                                         

①「秩父市まちづくり景観計画」に基づく景観形成 
○ 景観計画の地域別基準に示される、市街地地域（用途地域）、田園地域（用途地域を除く

都市計画区域）、農山村地域（都市計画区域外）の区分に即し、景観を誘導します。 

○ 景観計画策定以降、新たな景観阻害要因として懸念されている太陽光パネル設置の問題

など、新たな景観課題に対応していくため、景観計画の見直しを検討します。 

○ 地域により異なる固有の景観資源を地域の魅力向上に繋げるため、今後策定が予定され

る「秩父市文化財保存活用地域計画」と連動しつつ、地域特性に応じた建築物の意匠・形

態、規模、高さや屋外広告物の誘導に取り組みます。 

 

②景観形成重点地区の拡大など 
○ まちなかでは、本町・中町に加え番場通り、東町通り、秩父駅前通りの沿道付近や秩父

神社周辺などで景観形成重点地区の指定を検討するとともに、地区住民の意向を踏まえつ

つ、建築物の意匠・形態や案内板の統一化、道路付属物のデザイン化、無電柱化に取り組

みます。 

○ 周辺地域では、歴史・文化や観光の拠点となっている聖神社・和銅遺跡、三峯神社、中

津峡、秩父往還・贄川宿、吉田元気村周辺や道の駅周辺などにおいて、これら地域にふさ

わしい景観保全を図るため、地区住民の意向を踏まえつつ、景観形成重点地区の指定によ

る景観形成を検討します。 

○ 市街地を取り巻く周囲の山並みや武甲山の眺望、荒川をはじめとする河川景観、市街地

を見下ろす景観など、眺望景観にも優れていることから、その魅力を守るため、眺望点を

設定した上で、眺望点からの眺望を損ねる建築物の高さや規模、形態・意匠、色彩などの

制限について検討します。 
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③公共施設の景観的な質の向上 
○ 道路・河川・都市公園などの整備、改修にあたっては、関係機関と調整し、景観計画に

即し進めていくことにより、市全体で景観的な質の向上を図ります。 

○ 公共・公益施設の整備・改修にあたっては、周辺の特性を踏まえ、良好な景観づくりに

取り組みます。 

○ 広域連携軸となる道路や鉄道などの沿線において、春は桜や梅や菜の花、夏は木々の緑

やムクゲやひまわり、秋は紅葉やススキ、冬はつららや雪景色など、移動する「トキ」も

楽しめる景観づくりに取り組みます。 

 

④歩きたくなるまちづくりに向けた都市空間形成 

○ 来訪者が多く訪れる中心拠点や交流拠点において歩きたくなるまちづくりを進めるため、

専門家や住民を交えた合意形成を進めつつ魅力的な都市空間形成を図ります。 

○ 歩行量の多い交流拠点沿道において、国の補助事業等を活用しつつ、オープンスペース

の確保、緑を取り入れた空間の形成、文化財や空き家の活用を図ります。 

 



 

79 

 

＜都市景観形成方針図（市全域）＞ 
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＜都市景観形成方針図（市街地拡大）＞ 
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７．観光振興の方針                            

（１）基本方針                                         

本市は、秩父甲斐多摩国立公園をはじめとする豊かな自然環境、秩父神社や三峯神社な

どの神社仏閣、秩父往還等の街道沿いに残る宿場町、関所跡などの歴史的な建造物や町並

み、秩父（夜）祭に代表される地域固有の祭り文化など、多くの観光資源を有しており、

また近年では「アニメツーリズム」など、地域における新たな魅力の発掘が進んでいます。 

こうした本市の魅力にふれる観光は、人口減少が進む中、交流人口や関係人口の拡大と

農業や製造業、商業などと綜合化することで地域の経済振興や雇用の維持などに寄与する

ことが期待されます。 

このため、既存の観光資源の魅力を高め、新たな資源を発掘するとともに、広い市域に

点在する観光資源のネットワーク化や、外国人を含めた来訪者が利用しやすい環境づくり

に取り組むことによって、観光振興を支えるまちづくりを進めます。 

 

（２）振興方針                                         

①観光資源の魅力の向上及び新たな資源の発掘 
○ 観光客の多い秩父駅や西武秩父駅から秩父神社に至る番場通り周辺では、無電柱化や歴

史的建造物の保全、景観の向上を通じて、安全かつ歩いて楽しめるにぎわい空間の創出に

取り組みます。 

○ 秩父夜祭屋台曳行ルートなど祭りの舞台となる道路については、沿道における歴史的建

造物等を保全するとともに、歴史性や界隈性など、通りの特性に対応した沿道景観を誘導

します。特に、都市計画道路中央通り線（本町・中町区間）については、景観重点地区と

して、道路と一体となった魅力的な街並みの形成に取り組みます。 

○ 景観計画を踏まえたサイン計画の策定、運用により、まちなかの景観向上を図るととも

に、観光資源への案内性を高めることで、歩きたくなるまちづくりを支援します。 

○ 道の駅をはじめとする各交流拠点は駐車場・トイレなど設備の充実と衣食住をはじめと

する地域の魅力を発信する拠点としての機能を高めます。また、交流拠点周辺への観光資

源の集約化を進め、集客力の向上を図ります。特に、中心市街地に隣接し非常に多くの観

光客が訪れる「道の駅ちちぶ」の機能の拡充を検討します。 

○ 農家レストランや体験型農園（観光農園）など、農業の６次産業化を進め、観光業と一

体となった農山村の振興を図ります。 

○ 地域特産品の開発やブランド化、農林業や河川を生かしたアクティビティ、アニメツー

リズムなど、新たな観光資源の発掘・開発により、観光地としての多様性の創出と、滞在

型・体験型観光の強化に取り組みます。 

○ ちちぶ銘仙館の改修を検討するなど、観光資源としての秩父銘仙の知名度アップに取り

組みます。 

○ 文化財保存活用地域計画による地域文化の活用・観光資源化を推進するとともに、各地

域にある資料館の集約、文化財建造物の活用・再建を検討します。 
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②観光資源のネットワーク化 

○ 自然、札所などの歴史文化、食の堪能、農業体験、ジオパーク、アニメの聖地巡礼など、

テーマ性やストーリー性を有する観光・周遊ルートのほか、サイクリングコース、ハイキ

ングコース、トレッキングコースなどの整備・充実に取り組みます。 

○ 観光拠点への道路標示の充実などを通じ、自家用車を利用した来訪者にとってストレス

がなく、わかりやすい道路環境を整備します。 

○ 鉄道駅と主だった観光資源を結ぶ路線バスについては、地域公共交通計画と連携し、観

光需要を見越したダイヤ設定や季節変動に応じた運行など、関係機関と連携・協力して路

線網を再検討します。また、タクシーなど、観光客のニーズに合わせた公共交通の確保に

取り組みます。 

 

③利用環境の向上 

○ 西武秩父駅・御花畑駅・秩父駅・三峰口駅では、鉄道からバスやタクシー、レンタカー、

レンタサイクルなど、個々の特性に応じた様々な交通手段へと転換する結節点としての機

能向上に努めます。また、ユニバーサルデザインに配慮した施設の整備・改良や案内機能

の向上、待ち時間を有効に過ごせる施設の充実とともに、乗り換えが容易なダイヤ設定な

ど、ハード・ソフトの両面から利用環境の向上に努めます。 

○ 中心市街地では、多くの観光客を受け入れられるよう、大型観光バスの駐車場の確保を

検討します。 

○ 自家用車による中心市街地への来訪者への対応として、中心市街地の混雑緩和と、徒歩

やレンタサイクルによる周遊観光を促すため、中心市街地周辺における駐車場の確保と駐

車場からの歩行、自転車導線の整備を検討します。 

○ 手軽に利用できる移動手段として、レンタサイクルの貸出・返却場所の拡充のほか、走

りやすい環境整備や休息のできる中継施設整備などを検討します。 

○ 交流人口の拡大による地域の活性化を図るため、観光案内の多言語化を始めとするイン

バウンド型観光の強化を図ります。 
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＜観光振興方針図（市全域）＞ 
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＜観光振興方針図（市街地拡大）＞ 
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８．防災対策の方針                            

（１）基本方針                                         

災害から生命や財産が守られ、安全で安心な暮らしが確保されることは、まちづくり

の最も重要な視点といえます。特に、近年は大規模な震災や豪雨による災害などが全国

で頻発していることから、市民の防災に対する関心も高くなっています。 

本市も山岳丘陵に囲まれていることから、土砂災害の防備や被害の低減に注意を払っ

ていくことが必要です。 

また、山間地では、人口減少と高齢化が進行しており、地域コミュニティによる防災

や減災に向けた対応が困難になることも予想されます。 

このため、地震災害、水害、土砂災害の予防に向けた対策を講じていくとともに、災

害のリスク情報の提供や避難場所の確保などを通じ、被害をできる限り小さくする「減

災」の取り組みを進めます。 

 

（２）対策方針                                        

①情報の提供 
○ 適切な土地利用や老朽建築物の更新、避難場所に関わる情報の共有を図るため、地震、

洪水(外水氾濫)、雨水出水(内水)及び土砂災害などに関わるハザードマップを適宜更新す

るとともに、市民への周知と防災意識の向上を図ります。 

○ 災害時においては、安全・確実な避難に向け、迅速かつ正確な情報の伝達・提供に努め

ます。 

 

②避難場所の確保 
○ 地震災害時の避難場所、支援要員及び救援物資の受け入れ場所など、防災機能を有する

都市公園等公共空地の整備を推進します。 

○ 防災拠点、避難場所を有効に機能させるため、公共施設等総合管理計画に基づき必要に

応じた施設の建て替え、改修を推進します。また、より安全性の高い公共施設や民間施設

の活用について検討します。 

○ 土砂災害警戒区域や浸水想定区域等の災害リスクのある区域内にある防災拠点、避難場

所や避難路については、より安全な場所への移転や擁壁等の整備により、避難者等の災害

リスク軽減に取り組みます。 

 
③オープンスペースの確保 
○ 市街地ゾーンや準市街地ゾーンにあって、身近なオープンスペースが不足する地域にお

いては、子どもたちが遊べる空間や地域住民のコミュニティ形成の場、有事の際の防災空

間としてオープンスペースの確保に努めます。 
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④災害時に対応した交通ネットワークの確立 
○ 災害時における緊急輸送道路の通行性を確保するため、沿道建築物の耐震化や道路占用

物などの倒壊、道路埋設物の損壊などの防止策を講じます。 

○ 電柱の倒壊による道路閉塞を防止するため、特に歩行者の多い地域や緊急輸送道路や避

難場所を結ぶ幹線道路を中心に、無電柱化を検討します。 
○ 災害によって中心市街地などとの交通ネットワークが寸断される恐れがある区域では、

隣接する自治体との市境を越えた連携や、ヘリなどの代替手段による対応を検討します。

また、ドローンなどを活用した緊急物資などの輸送体制の構築に取り組みます。 

 

⑤震災・都市火災対策の推進 
○ 市街地の密集住宅地においては、必要に応じた防火地域又は準防火地域の指定による建

築物の不燃化、道路や公園等のパブリックスペースの確保など、防火対策の強化により、

延焼拡大の抑制を図ります。 

○ 災害時や緊急時における緊急車両の進入が可能な道路環境を確保するため、市街地の無

電柱化と狭あい道路の拡幅や隅切り、沿道建築物の耐震・不燃化などを促進します。 

 

⑥水害対策の推進 
○ 広大な森林の保全や荒川水系に位置する４つのダムの適切な運用などにより、洪水調節

機能を維持します。 

○ 過去の土砂災害、洪水(外水氾濫)及び雨水出水(内水)による浸水被害等にあった箇所に

ついては、ハザードマップ等により共有することで、住民の防災意識の向上や防災活動の

迅速化に取り組みます。 

○ 浸水想定区域や家屋倒壊等氾濫想定区域など水害リスクの高い区域では、浸水想定区域

図や水害リスク情報図などのハザードマップにより、その範囲を住民に周知することで、

リスクを正しく伝えます。また、避難確保計画の策定など、迅速な区域外への避難を実現

する警戒避難体制を強化します。 

○ 水害リスクの高い区域に立地する住宅や福祉施設などは、長期的な視点から地域拠点や

居住誘導区域をはじめ、安全性の高い区域への移転を促します。 

○ 雨水出水(内水)による災害リスクを低減するため、一般家庭に対しては、雨水浸透ます

の設置を推進し、雨水流出抑制対策を進めます。また、雨水排水施設や貯留施設の整備、

宅地のかさ上げなど複合的な対策を検討します。 

○ ため池については、決壊による災害リスクを低減するため、緊急時の迅速な避難行動に

つなげる対策や、施設の適切な維持、補強に向けた対策を管理者と連携・協力しながら進

めます。 
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⑦土砂災害対策の推進 
○ 擁壁など土砂災害防止施設等の施設整備にあたっては、関係機関と連携しながら、避難

所や災害時要配慮者関連施設等が含まれるなど整備効果が高い箇所から優先的に整備を検

討することで、災害リスクの軽減を図ります。 

○ ハザードマップの公開等により、災害リスクを正しく伝えるとともに、避難体制を確立

します。 

○ 土砂災害特別警戒区域や水害リスクの高い地域にまとまって存在する集落等については、

がけ地整備事業補助金を活用した安全対策、防災集団移転促進事業やがけ地近接等危険住

宅移転促進事業を活用し、地域拠点や居住誘導区域への移転を検討します。 

 

⑧土砂災害の防止 
○ 公共施設など多くの人が利用する施設については、土砂災害警戒区域等の災害リスクが

ある箇所への建設抑制に取り組みます。 

○ 現在土砂災害警戒区域などに指定されていない急ながけ地については、今後、同区域に

指定される可能性があることを周知し、新たな災害リスクの発生を予防します。 

 

⑨大規模盛土造成地の被害防止 
○ 大規模盛土造成地については、宅地の安全性を調査するとともに、必要に応じ、被害を

未然に防止するための対策を検討します。 

 

⑩雪害対策の推進 
○ 大雪による集落などの孤立を予防するため、道路ネットワークの確保に取り組みます。

また、大雪に備えた水道や通信、電力供給など、生活インフラの整備・維持管理を進めま

す。 

○ 空き地・河川空間など、大雪時の雪置き場の確保に取り組みます。 
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９．安心して暮らせるまちづくりの方針                  

（１）基本方針                                         

今後、更なる少子高齢化の進行が予想される中、子ども、子育て層、高齢者が安心して

暮らせるまちづくりを進めることは、誰にとっても暮らしやすいまちの実現につながりま

す。 

また、市民一人ひとりの価値観を尊重し、多様性を受け入れることができる社会の形成

と、その下地となるまちの形成は、「豊かなまち」に不可欠です。また、新型コロナウイル

スなど、未知の感染症の脅威などへの備えや「新しい生活様式」に準拠したまちづくりも

大きな課題となっています。 

このため、「セーフコミュニティ」の考え方のもとでの交通の安全性向上や、防犯性の向

上、医療・福祉の充実、住宅セーフティーネットの確保、ユニバーサルデザインによる市

街地の形成、感染症拡大の防止など、安心して暮らせるまちづくりに取り組みます。 

 

（２）まちづくり方針                                      

①安全対策の推進 
○ 生活道路の危険箇所を把握し、カーブミラー、ガードレール、道路照明灯を設置するな

ど、道路の安全性を高めるための環境整備を進めます。特に歩道のない学校付近の通学路

では、既存道路の幅員構成を見直すなど歩行空間の確保を検討します。 

○ 市街地の生活道路については、「ゾーン30」の導入により通過交通の侵入を抑制するなど、

歩行者の安全性の向上について検討します。 

○ 公園などの整備・改良にあたっては、防犯上の観点から、透過性フェンスの設置や低木

の植栽などによって見通しを確保するなど、死角の発生を抑えます。 

○ 防犯カメラや街灯の設置など、防犯に寄与する環境整備を促進します。 

○ セーフコミュニティ活動を通じて、地域の絆やコミュニティ活力の向上を図り、誰もが

安心て暮らせるまちづくりを推進します。 

 

②医療・福祉サービスの充実 
○ 秩父地域全体を見据えた広域的な観点から、近隣自治体と協力し、医療施設の適正な規

模や配置を検討します。 

○ 中心市街地に近接し、ちちぶ版地域包括ケアシステムにおいても中心的役割を担う秩父

市立病院については、適宜、必要な機能更新を行うとともに、道路・公共交通網の整備等

を含め、地域住民が利用しやすい環境を整えます。 

○ 拠点への居住の集約化など、コンパクトシティ形成への取り組みを通じて、居宅介護支

援事業をはじめとする介護・医療サービス提供の効率化を図ります。 

○ 少子化に伴う空き教室などは、子育て支援や防災機能の充実などの視点から、他目的で

の利活用に取り組みます。 

○ ５Ｇを活用した遠隔医療など、先端技術を活用した新たな取り組みを行います。 
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③公営住宅の確保 
○ 高齢者、障がい者、子育て世帯など、真に住宅に困窮する世帯に対応した住宅の供給と

居住環境の提供を図ることにより、安定した居住が確保できる住宅を確保するとともに、

医療・買い物・交通利便性の高い場所への集約を検討していきます。 

 

④ユニバーサルデザインによるまちづくりの推進 
○ 各種施設の整備、改良にあたっては、ユニバーサルデザインに配慮することで、誰もが

安全に安心して利用できる空間を確保します。 

○ ダイバーシティ（多様性）を尊重し、国籍、性別、価値観、ライフスタイル、障害の有

無などの多様性を受け入れ、誰もが地域の構成員の一員として分け隔てられることなく、

活力に変えていける暮らしやすいまちづくりを進めます。 

 
⑤復興事前準備への取り組みについて 
○ 災害に被災したあと、復興にあたってどのようなまちづくりを行うべきか検討し、より

災害に強くコンパクトなまちづくりを行うための取り組みを進めます。 

 

⑥感染症拡大の防止 
○ 国や県とも連携しながら、保健衛生や医療体制の充実などのほか、「新しい生活様式」に

対応し、感染症の拡大の防止につながる環境の整備について検討します。 

 

 




